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(1) 学生確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生確保の見通し 

ア 定員充足の見込み 

・入学定員の考え方 

開設を申請する大学院理工学府の横浜国立大学における役割とミッションは「基盤的学

術に関する幅広い教育と先端的科学技術の研究活動を通した高度専門職業人の育成」であ

り，従来の工学府においても，この高度専門職業人育成については，産学連携教育をπ型

人材育成を目標とした PED（Pi-type Engineering Degree）プログラムの実施を初めとして実

績を重ね，高く評価されてきた。理工学府はその工学府の伝統とその実績を踏まえ，新し

い科学技術の進展の時代にあっても，これまで社会から負託されてきた「指導的に，中心

的に，貢献できる人材」を育成する教育機関として機能し続けることを目指している。 

ここでは，これまでの工学府の入学者選抜状況および修了生の就業状況を概括し，その

上で新設する理工学府の希求する像が社会からの要請に応えているものであること，育成

人材が社会からの期待に応えるものであることを点検し，産業構造変化の中で予測される

人材需要に照らして必要な人材を育成するものであることを示す。すなわち理工学府の社

会的重要性の具体を次の順で描像し，入学定員改定の根拠と改定定員充足の見込みを記す。 

 

[工学府の実績と理工学府育成人材像への社会からの期待] 

・工学府博士課程前期の入学者選抜状況 

・合格者の質を担保する合否判定基準 

・工学府博士課程前期学生の修了状況 

・工学府博士課程前期修了生に対する社会からの需要と就業先の特徴 

・工学府博士課程後期の入学者選抜状況と修了状況 

・工学府博士課程後期修了生の需要と就業先の特徴 

・先端的科学技術の研究活動実績：工学府博士課程前期及び後期修了生就業を支える研

究活動 

・人事担当部署及び人事担当者への Webアンケートおよび修了生上司からの賛同書 

・理工学府開設に係る有識者インタビュー：理工学府教育課程改編とそのアウトカムズ

評価等 

 

[産業構造変化に対応した人材需要と改定学生定員] 

・日本全体の人材需要 

・神奈川県の人材需要と横浜国立大学 理工学府 

・女子大学院生に対する新たなニーズ 

 

・横浜国大への人材需要 

・各専攻の直近 5年間の求人・就職者数実績とこれからの求人数 

機械・材料・海洋系工学専攻：力強い求人圧力（包括連携協定成果の商業的成功とそ
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の教育実績による人材を求める未来志向企業） 

化学・生命系理工学専攻：女性技術者育成の実績と要望 

数物・電子情報系理工学専攻：予見される将来社会の基盤－サイバーフィジカルシス

テムインフラ（CPS）の実システム指向教育 

 

 

工学府博士課程前期の入学者選抜状況 

平成 24年度から 28年度の 5年間の博士課程前期の志願者数，志願倍率，合格者数，入

学者数，定員充足率を，表 1にまとめた。工学府全体では，入学定員 322名に対し 5年間

平均で 502名が入学を志願し，倍率は 1.56倍である。専攻別に見ても 1.29倍から 1.78倍

である。定員充足率は，5 か年の工学府全体の平均で 115%。ただし，平成 28年度入学者

選抜から，定員超過率にそれまで以上に注意を払うこととし，平成 29 年度入学者選抜の

結果（平成 29年 3 月 21日確定）を算入すると，直近 2 か年の定員充足率は 105%未満と

なっている。 

 

表 1 工学府博士課程前期入学者選抜状況（志願者数，志願倍率，合格者数，入学者数，定

員充足率）（平成 29 年度入試での入学者は平成 29 年 3 月 21 日確定の予定） 

  

  

 入学定員 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平均 

工学府 322 

 志願者数 

(志願倍率)

 合格者数 

 入学者数 

(定員充足率)

522 
(1.62) 

409 
373 

(1.16) 

501 
(1.56) 

402 
377 

(1.17) 

471 
(1.46) 

380 
341 

(1.06) 

528 
(1.64) 

443 
430 

(1.34) 

490 
(1.52) 

378 
334 

(1.04) 

502.4 
(1.56) 

402.4 
371.0 

(1.15) 

システム統合 
工学専攻 

101 

 志願者数 

(志願倍率)

 合格者数 

 入学者数 
(定員充足率)

172 
(1.70) 

127 
123 

(1.22) 

167 
(1.65) 

124 
123 

(1.22) 

136 
(1.35) 

108 
102 

(1.01) 

169 
(1.67) 

128 
126 

(1.25) 

146 
(1.45) 

115 
104 

(1.03) 

158.0 
(1.56) 

120.4 
115.6 

(1.14) 

機能発現工学 
専攻 

99 

 志願者数 

(志願倍率)

 合格者数 

 入学者数 
(定員充足率) 

137 
(1.38) 

118 
104 

(1.05) 

116 
(1.17) 

105 
100 

(1.01) 

133 
(1.34) 

117 
113 

(1.14) 

138 
(1.39) 

123 
118 

(1.19) 

113 
(1.14) 

109 
101 

(1.02) 

127.4 
(1.29) 

114.4 
107.2 

(1.08) 

物理情報工学 
専攻 

122 

 志願者数 

(志願倍率) 

 合格者数 

 入学者数 
(定員充足率) 

213 
(1.75) 

164 
146 

(1.20) 

218 
(1.79) 

173 
154 

(1.26) 

202 
(1.66) 

155 
126 

(1.03) 

221 
(1.81) 

192 
186 

(1.52) 

231 
(1.89) 

154 
129 

(1.06) 

217.0 
(1.78) 

167.6 
148.2 

(1.21) 
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合格者の質を担保する合否判定基準 

入学試験という競争試験においては入学定員まで合格者とすることが原則であろう。し

かしながら，志願倍率が 100%を上回っている状況が続いてはいても，大学院においては

高度な内容の学修と，後述する高度な研究を両輪とした人材育成を遂行する必要がある。

そのために，工学府では入学試験という競争試験といえども基準点（200 点）1を設定し，

合格者の質を確認し，保証できるようにしている。そして，この基準点を前提に，毎年，

入試問題の難易度等を検討しながら，問題を作成し合格者の質を確認してきた。また，問

題作成に関して，それぞれの専攻で委員非公開の問題作成委員会を組織し，個別の試験科

目問題（前ページ脚注の学科試験 I または II を構成する科目の試験問題）については，複

数の教員で問題を作成し，点検する。その上で，問題作成委員会全体での相互チェックを

行い，問題の正誤はもちろんのこと難易度等に関して重層的な点検を行う，厳格な問題作

成体制をとっている。 

                                                  
1 工学府の入学者選抜試験は，外国語（英語），数学，専門科目を構成要素としている。数

学及び専門科目は，各専攻の専門に資する基礎試験科目群からなる学科試験 I と専門性が高

く難易度も高い専門に関する試験科目群からなる学科試験 II に配している（各専攻で，募

集要項で志願者に示している基礎科目と専門に関する科目の具体的試験科目名を下の表に

示した）。英語については志願者に英語外部検定試験（TOEFL，TOEIC）スコアの提出を義

務付け，それらのスコアを換算し試験科目外国語（英語）の得点としている。試験科目の

配点は，外国語（英語），学科試験 I，学科試験 II のそれぞれが 100，200，200で，合計

500点である。 
 一方，工学府に接続する理工学部における成績基準は，各科目について到達目標（履修

した学生が最低限身につける目標。達成すれば「可」）と履修目標（授業で扱う内容とねら

いに基づいた目標。達成すれば「優」）を学生に公開し，その達成項目ごとのルーブリック

の総合で示されている。また，最高評価の「秀」については，履修目標を越える成果を示

したときの成績であり，受講学生の 10％程度に抑えるよう別途指導している。 
 大学院での学修に必要な知識と能力を確認する入学者選抜試験において，学部において

「不可」の成績取得者を除外し，「可」「良」「優」「秀」の構成を「可」が 40%，「良」と

「優」で 50%，「秀」で 10%と想定し，少なくとも「良」水準以上の学生を判定できる，す

なわち「可」水準であれば 40%未満の得点となるよう問題作成してきた。これが基準点を

200点と定めた経緯である。 
 

表 工学府博士課程前期入学者選抜試験 各専攻の試験科目詳細科目名 

 
 

外国語 数学 基礎的科目
TOEIC，
TOEFL

線形代数学，微分積分

学，集合，位相
熱力学，材料力学，質点系の力学，剛体の力学

外国語 数学 基礎的科目
TOEIC，
TOEFL

線形代数学，微分積分

学

物理学（力学，熱力学の範囲），化学（基礎無機化学，基礎分析化学，基礎物理化

学，基礎有機化学の範囲），生物学（生物科学，現代生物学）

外国語 数学 基礎的科目
TOEIC，
TOEFL

線形代数学，微分積分

学，集合，位相
力学，量子力学，熱・統計力学力学，電磁気学

物理情報
工学専攻 専門に関する科目

代数，幾何，解析，確率論，回路理論，論理回路，量子力学（アドバンス），熱・統計力学力学（アドバンス），電磁

気学（アドバンス）

システム統合
工学専攻 専門に関する科目

代数，幾何，解析，確率論，機械力学，流体力学，制御工学，材料・構造力学，物理化学，統計物理学，金属組織学 I，

固体電子論，結晶塑性学，金属組織学 II

機能発現
工学専攻 専門に関する科目

化学工学，材料工学（材料力学を含む），生化学，生物工学，医工学，物理化学，有機化学，無機化学，分析化学，有

機工業化学（高分子化学を含む），無機工業化学，生物化学
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 図 1は，直近 5か年の入学試験について，定員順位者（定員 101名であれば，101位の

順位の者）の入試得点の変化を描いたものである。入学試験の一般的特性として 2年周期

（1年おき）の変動が，ここでも見られるが，各専攻共通して平成 26年度に実施した入試

（平成 27 年度入学者選抜）から，定員順位者の得点が数十点上昇していることが見て取

れる。この平成 26年度に実施した平成 27年度入学者選抜以降は，平成 23年度に開設し

た理工学部の学生が受験した時期となる。理工学部は，学術の基礎としての理学と産業を

支える工学までの幅広い学士教育プログラムのもとで，イノベーションを創出する「未来

の創造的人材：工学的センスを持った理学系人材，理学的センスを持った工学系人材」を

育成することを目的として開設された。今回の理工学府設置申請は，理工学部設置を端緒

とする人材育成を完遂するものである。図 1の結果は，大学院理工学府教育課程改編の人

材育成の効果を，知識及び能力の点で予測させるデータであると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 定員順位者の入試得点 

 

この基準点を上回る得点を取得した志願者は，前述の「大学院における高度な内容の学

修と，後述する高度な研究を両輪とした人材育成」にかなう能力を有していたと判断でき

る。直近 5か年について，この基準点以上を取得しながら入学定員順位より下位であった

志願者数を表 2にまとめた。 
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表 2 基準点を上回りながら入学定員順位より下位の人数 

※ 理工学部卒業生受験以降の 3 か年平均 

 

大学院教育を受けるに必要な知識と能力とを有していると判断できるものの，定員順位

以下であった志願者数は，直近の 5 か年の平均で，工学府全体では 76 名（75.8名）であ

る。理工学部学生が志願者を構成するようになった直近 3か年については 93名（93.0名）

にものぼっている。本学大学院工学府の修了者に対する社会からの評価（後述，有識者イ

ンタビュー参照）を背景に志願し，大学院教育を受けるに必要な知識と能力の面での質の

保証が得られながら，現行の入学定員のままでは入学に及ばない，これら有為の人材を受

け入れ，社会の要請する人材として育成し，そして予測される将来の産業社会に貢献でき

る機会を与えることが，教育課程の改編と並んで入学定員の改定を望む理由である。また，

これまでに示した志願者状況であるので，このままでも博士課程前期についての定員の確

保については十分な見通しがある。 

 

5 か年平均の志願者数が定員を 180名上回っているのに加え，毎年，海外並びに他大学

から入学に関し問い合わせがある。しかしながら，現行の入学定員で決まる受験倍率等の

情報を得たのち受験を取りやめる潜在的な志願者が多数いる。入学定員が改定された場合，

こうした潜在的志願者（平成 28年度問合せ総数：913件）から，あらためて志願をするこ

とする人材の存在を無視することはできない。 

 

改定を申請する入学定員において，直近 5か年の志願者数であっても，潜在的志願者を

考慮した見込みのいずれであっても，博士課程前期の定員確保には十分な見込みがあると

判断できる。また，博士課程前期の定員の改定を申請することについて，後述の社会から

の要望に応える責務があると言える。 

 

工学府博士課程前期学生の修了状況 

博士課程前期入学者の修了状況を表 3にまとめた。海外大学での研究活動をスタジオ科

目として海外研修が原因となる留年を防ぐなどの方策はとっているが，こうした積極的な

活動の結果，標準修了年数を越えてしまう学生が毎年 10 名程度いる。また相談員やカウ

 入学定員 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 
平均（5 か年） 

（3 か年）※ 

工学府 322 65 35 107 61 111 
75.8 

93.0 ※ 

システム統合 
工学専攻 

101 17 0 20 13 26 
15.2 

19.7 ※ 

機能発現工学 
専攻 

99 3 8 16 8 20 
11.0 

14.7 ※ 

物理情報工学 
専攻 

122 45 27 71 40 65 
49.6 

58.7 ※ 
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ンセラーなどによる対応努力を重ねているものの，近年増加したメンタル不調を理由とし

た休学・退学等が 10名程度いる。その他に，ここ数年は経済的な事情で，授業料免除など

の制度もあるものの，学業の継続をあきらめざるを得ない学生が数名いる。こうした事由

で，入学者全員が標準年限での修了とはなっていない。 

 

表 3 大学院工学府博士課程前期 修了状況 

 

工学府博士課程前期修了生に対する社会からの需要と就業先の特徴 

表 4 に平成 28 年度における工学府の各専攻の就職担当教員のもとに届いた求人状況を

示す。工学府全体で 7.7倍。現行の 3 専攻について約 4～10倍である。各専攻に届いた求

人の他に学生支援課宛にも工学府を指定した求人票が届き，それを加えると 30 倍弱の人

材需要がある。これまで工学府が育成してきた人材に対して示されている社会からの信頼

と期待を，これらきわめて高い求人倍率が示している。 

 

表 4 大学院工学府博士課程前期 平成 28 年度求人状況 

 入学定員 専攻宛求人票受領数 求人倍率 

工学府 322 2,467 7.7 ※ 

システム統合 
工学専攻 

101 976 9.7 

機能発現工学 
専攻 

99 440 4.4 

物理情報工学 
専攻 

122 1,051 8.6 

（※： 学生支援課宛工学府指定の求人票 6,922 を含めると，工学府全

体の求人倍率は 29.2 倍となる。） 

 

  

入学定員 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平均 

工学府 322 
入学者数 

修了者数 

373 
356 

377 
364 

341 
311 

430 
414 

334 
－ 

371.0 
 

システム統合 
工学専攻 

101 
入学者数 

修了者数 

123 
118 

123 
118 

102 
91 

126 
124 

104 
－ 

115.6 
 

機能発現工学 
専攻 

99 入学者数 
修了者数 

104 
100 

100 
97 

113 
105 

118 
114 

101 
－ 

107.2 
 

物理情報工学 
専攻 

122 入学者数 
修了者数 

146 
138 

154 
149 

126 
115 

186 
176 

129 
－ 

148.2 
 



学生の確保の見通し等を記載した書類 

7 

就業先：工学府博士課程前期及び後期修了生就業先の特徴 

修了生に対し実施している進路調査から，平成 23年度～平成 27年度修了生の 5年間の

回答を集計し，博士課程前期修了生の就業先を，産業分類に従い分類した図を下に示す（図

2：修了生が，自身の配属予定先に基づいて産業分類を記した回答もある。就業先での業務

を反映するものとして，そのままとしている。例：大日本印刷→情報通信業）。 

 

図から明らかなように，工学府博士課程前期修了生の 69%が製造業に就業しており，就

職先としての「ものづくり指向」が顕著である。また，その製造業の 88％が海外現地法人

あるいは支店を海外に展開している企業であり，就職先の選択として国内勤務のみを望む

傾向は薄く「国際展開指向」がうかがえる。 

 

 

図 2 博士課程前期修了生の就職先（資料 1-1） 
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工学府博士課程後期の入学者選抜状況と修了状況 

博士課程後期について，直近 5か年の入学者選抜の状況を表 5にまとめた。現行の学生

入学定員において定員充足率は 99%と，わずかながら充足していない。しかしながら，博

士課程前期の入学定員の改定および，さらに産業社会への就業を目指す人材の育成を目的

とした教育課程改編であるので，現行の入学定員は十分に確保できる見通しであり，理工

学府開設においても博士課程後期の学生入学定員は，工学府の定員数と同じとする。ただ

し，専攻の研究指導教員数の変化，志願者数の相違などを考慮し，各専攻の学生入学定員

変更を申請している。 

 

表 5 工学府博士課程後期入学者選抜状況（志願者数，志願倍率，合格者数，入学者数，定

員充足率）（平成 29 年度入試での入学者は平成 29 年 3 月 21 日確定の予定） 

 

 

表 6 に直近 5 か年の博士課程後期入学者構成をしめす。5 か年の平均において，社会人

学生が入学者のほぼ 1/3 の 13 名強であり，後述の有識者インタビューにおいて聴取した

ように，産業集積地を後背に有する本学大学院工学府に対する「社会人学び直し」機能の

期待が表れている。留学生については，前述の潜在的志願者の記載と重なる部分はあるが，

博士課程前期の入学定員が改定されるならば，さらに増加すると言える。 

 

  

入学定員 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平均 

工学府 41 

 志願者数 

(志願倍率)

 合格者数 

 入学者数 

(定員充足率)

48 
(1.17) 

45 
43 
(1.05) 

43 
(1.05) 

42 
42 
(1.02) 

42 
(1.02) 

42 
38 
(0.93) 

40 
(0.98) 

39 
38 
(0.93) 

46 
(1.52) 

44 
41 
(1.00) 

43.8 
(1.07) 

42.4 
40.4 
(0.99) 

システム統合 
工学専攻 

13 

 志願者数 

(志願倍率)

 合格者数 

 入学者数 
(定員充足率)

15 
(1.15) 

15 
15 
(1.15) 

10 
(0.77) 

10 
10 
(0.77) 

8 
(0.62) 

8 
7 
(0.54) 

10 
(0.77) 

10 
10 
(0.77) 

9 
(0.69) 

8 
8 
(0.62) 

10.4 
(0.80) 

10.2 
10.0 

(0.77) 

機能発現工学 
専攻 

12 

 志願者数 

(志願倍率)

 合格者数 

 入学者数 
(定員充足率)

16 
(1.33) 

14 
12 
(1.00) 

14 
(1.17) 

13 
13 
(1.08) 

14 
(1.17) 

14 
13 
(1.08) 

15 
(1.25) 

15 
15 
(1.25) 

15 
(1.25) 

15 
15 
(1.25) 

14.8 
(1.23) 

14.2 
13.6 

(1.13) 

物理情報工学 
専攻 

16 

 志願者数 

(志願倍率)

 合格者数 

 入学者数 
(定員充足率)

17 
(1.06) 

16 
16 
(1.00) 

19 
(1.19) 

19 
19 
(1.19) 

20 
(1.25) 

20 
18 
(1.13) 

15 
(0.94) 

14 
13 
(0.81) 

22 
(1.38) 

21 
18 
(1.13) 

18.6 
(1.16) 

18.0 
16.8 

(1.05) 
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表 6 工学府博士課程後期入学者の多様性 

※ 社会人入学資格には，博士課程前期修了後 1 年以上の業務経験を有することが必要なた

め，修了後 1 年未満で志願する者は，ここに区分される。 

 

博士課程後期学生の修了状況は表 7にまとめた。学位取得に至らず退学する学生が，各

年度，各専攻に 1名程度いる。 

 

表 7 大学院工学府博士課程後期 修了状況 

 

工学府博士課程後期修了生の需要と就業先の特徴 

工学府博士課程後期修了生に対しての求人状況を表 8に示す。他大学の求人状況は不明

であるが，工学府の博士課程後期を対象として 8 倍～11 倍を超える求人があることは特

筆すべきことであると言える。工学府が育成してきた人材について，博士課程後期学生に

対しても「高度専門職業人としての技術者・研究者」として認知され，その結果，産業界

から信頼と期待が得られていることを，これらきわめて高い求人倍率が示している。 

 

こうした求人があることの原因でもあり結果でもあるが，工学府博士課程後期修了生の

就業先の特徴は，博士課程前期修了生と同様のものづくり企業志向である。図 3に示すよ

うに，博士課程後期修了生の製造業就業者割合は 40%を超えている。特筆すべきは，留学

生においても 40％を超える修了生が，日本企業を含めた製造業に就業しており，工学府修

了生に製造業から強い需要があることをさらに裏付けている。（この博士課程後期修了生

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平均 

入学者数 43 42 38 38 41 40.4 

 社会人 15 18 6 16 12 13.4 

 留学生 14 11 19 6 14 12.8 

 内部進学者 他※ 14 13 13 16 15 14.2 

入学定員 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平均 

工学府 41 
入学者数 

修了者数 

43 
30 

42 
39 

42 
35 

38 
－ 

41 
－ 

41.2 
 

システム統合 
工学専攻 

13 
入学者数 

修了者数 

15 
9 

10 
13 

8 
6 

10 
－ 

8 
－ 

10.2 
 

機能発現工学 
専攻 

12 入学者数 
修了者数 

12 
12 

13 
10 

14 
13 

15 
－ 

15 
－ 

13.8 
 

物理情報工学 
専攻 

16 入学者数 
修了者数 

16 
9 

19 
16 

20 
16 

13 
－ 

18 
－ 

17.2 
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の就業先に関する特徴は，次ページの図 4にて，全国平均との比較で再述する。） 

 

表 8 大学院工学府博士課程後期学生対象の平成 28 年度求人状況 

 入学定員 専攻宛求人票受領数 求人倍率 

工学府 41 427 10.4 

システム統合 
工学専攻 

13 149 11.5 

機能発現工学 
専攻 

12 100 8.3 

物理情報工学 
専攻 

16 178 11.1 

 

 

 

図 3 博士課程後期修了生の就職先（資料 1-2） 

 

 

本学大学院の博士課程後期修了生の就業先について，学校基本調査から抽出した全国の

博士（工学）および博士（理学）の就業先と比較した（図 4）。全国平均では博士学位取

得者の製造業への就業率は博士(工学)で 30%程度，博士(理学)では 20%程度であるのに対

し，工学府修了生は過去 5年間の最低が 34%で最大は 58%と，明らかに全国平均に比して

製造業への就業者割合が高い。 
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図 4 工学府博士課程後期修了者（博士(工学)）と全国平均博士課程後期修了者（博士(工学)，

博士(理学)）の就業先産業分類 

 

 

以上をまとめると，工学府博士課程後期修了者には，他大学に比して，次の 2つの大き

な特徴がある。 

 

・入学者の構成が，社会人学生，留学生そして内部進学者それぞれほぼ等しい。 

・修了後，製造業への就業者割合が全国平均を大きく上回る。 

 

申請している理工学府開設にあたり，授与する学位種として博士(理学)を計画している

が，学位種博士(理学)に対応する PSD（Professional Science Degree）プログラムを開設する

目的は，製造業就業者が博士（工学）に比して一般的に低い博士（理学）取得者とは異な

り，設置の趣旨において記している「予見される将来の産業社会」を製造業から実現する

新しいタイプの人材を育成しようとするところにある。 
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先端的科学技術の研究活動実績：工学府博士課程前期及び後期修了生の就業を支える研究

活動 

上述の博士課程前期及び後期の修了生に対する強い社会需要は，人材育成における教育

目標「基盤的学術に関する幅広い教育と先端的科学技術の研究活動を通した高度専門職業

人の育成」の成果であると判断している。この「先端的科学技術の研究活動」が大学院教

育に果たす役割は大きく，大学院研究部（工学研究院等）の研究活動の水準は修了生の質

を規定する大きな因子である。工学研究院では，国家プロジェクトや資金配分機関からの

受託研究，民間企業との共同研究などで高度で，また予測される将来の基盤を形成する先

進的な研究を展開し，この研究活動を通して優れた人材の育成を進めてきた。こうした現

在実施中の研究活動を一部，次に例示する。 

 

機械・材料・海洋系関連事例 

・戦略的イノベーション創造プログラム 

 〔SIP：内閣府，新エネルギー・産業技術総合開発機構〕 

超 3D造形技術プラットフォームの開発と高付加価値製品の創生 

 （ http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/iinkai/sekkei_ws/sekkeiseisan_06_tyou.pdf） 

・戦略的イノベーション創造プログラム 

 〔SIP：内閣府，科学技術振興機構〕 

耐環境性セラミックコーティングの構造最適化及び信頼性向上 

 （http://www.jst.go.jp/sip/k03/sm4i/project/project-c.html） 

・先端的低炭素化技術開発〔ALCA：科学技術振興機構〕 

自己治癒機能を有する革新的セラミックスタービン材料の開発 

 （https://www.jst.go.jp/alca/kadai/prj_04.html） 

・民間企業との共同研究 

電子制御式燃料噴射装置における噴射制御技術の高度化 

鉱山環境 3Dマップを利用した車両位置，姿勢補正技術の開発 

耐繰り返し曲げ疲労特性の優れたアルミニウム合金線の開発 

 

化学・生命系関連事例 

・科学研究費補助金基盤 S（文部科学省） 

ソフトマテリアルの自律性を支配するイオン液体の役割 

 （https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-15H05758/） 

・戦略的イノベーション創造プログラム 

 〔SIP：内閣府，科学技術振機構〕 

有機ハイドライドを用いた水素技術の開発 

 （https://www.jst.go.jp/tt/jstfair/list/detail/bb007.html） 

・先端的低炭素化技術開発〔ALCA：科学技術振興機構〕 

次世代蓄電池 
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 （https://www.jst.go.jp/alca/kadai/bnk_01.html） 

・民間企業との共同研究 

バイオマスを利用した繊維強化プラスチックの開発 

プロトン伝導性イオン液体の開発 

重粒子線治療装置の高性能化のための放射線感応性の高い水溶性ゲルの開発 

 

数物・電子情報系関連事例 

・科学研究費補助金基盤 S（文部科学省） 

物質間の自発的量子もつれ生成へ向けた幾何学的量子光学の創成 

 （https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-16K13818/） 

熱力学的極限に挑む断熱モード磁束量子プロセッサの研究 

 （https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-26220904/） 

イオン感受性を原理とする超高感度ナノレーザバイオセンサ 

 （https://kaken.nii.ac.jp/grant/KAKENHI-PROJECT-16H06334/） 

・ACCEL（科学技術振興機構） 

スローライト構造体を利用した非機械式ハイレゾ光レーダーの開発 

 （https://www.jst.go.jp/kisoken/accel/research_project/ongoing/h28_03.html） 

・民間企業との共同研究 

ミリ波レーダーによるフリースペース検知に基づく自動運転技術の開発 

テラヘルツ分光法を用いたイメージングおよび通信 

スローライトスキャナーと高解像度光レーダーの開発 
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人事担当部署または人事担当者への Web アンケートと修了生上司からの賛同書 

 前述の先端的科学技術の研究活動と専門教育により知識と能力を獲得した修了生がこれ

まで輩出している。そうした修了生を採用した人事担当部署または人事担当者に，今回の理

工学府育成人材像および教育課程改編の方向に関して Web アンケートを実施した結果を次

に示す。また，就業した修了生の上司に，後述の理工学府設置の趣意書をお送りし，計画の

教育課程に基づく理工学府開設について賛同いただけるかをお尋ねした。すなわち，会社・

事業体の将来ビジョンを見据えた人事計画の遂行担当部署または担当者と，実際の企業活動

において修了生を評価，マネジメントする立場の方々それぞれに，意見聴取を行った。 

平成 28 年度に修了生に対する求人票をお送りいただいた中から，それまでに就業実績の

あった 224 社の人事担当部署または人事担当者宛に，横浜国立大学情報基盤センターの提供

する Web アンケートシステム ( Limesurevey ： https://qstsrv.ynu.ac.jp/limesurvey/ 

index.php）を利用して，理工学府教育課程の基本方針について，無記名，自由記入無し，4

択形式の Web アンケートを実施した（アンケート画面は，資料 2-1 から 2-6）。回答を依頼

した 224 社のうち 107 社から回答を得た（回答率 47.7％）。回答のまとめを図 5-1 から 5-4

に示す。 

人事担当部署または人事担当者からの回答では，理工学府の育成人材像である「理学と工

学のセンスを兼ね備えた人材（Q1）」について「有意義である（71％）」と「どちらかという

と有意義である(29％）」の和が 100％であった。また「理学と工学のセンスを兼ね備えた」

人材育成のための教育において，本学の理工系の伝統的な強みである「ものづくり」教育に

加え，高度化した IoT 社会において埋没せぬよう，数理・情報教育を充実し，現代及び未来

の産業社会において活躍できる技術者・研究者を育成することについても，97％が「有意義

である（72%）」または「どちらかというと有意義である（25%）」との回答であった（Q3）。

新しい理学教育を目指す PSD プログラムについても 91％が肯定的な回答であった（Q2）。

これに対し，6 年一貫教育（Q4）については否定傾向の回答が 17％ではあったが，比較的多

かったため，6 年一貫の閉じた教育システム設計ではなく，6 年を一貫的に見通せる開放性

を持たせた教育課程設計とする教育課程改編を目指すこととして，申請の教育課程に反映さ

せた。 

 工学府修了生の就職先（人事計画の遂行担当部署または担当者）に求めた Web アンケー

トの回答を総括すると，理工学府の開設の目指す方向，基本的な考えについて，圧倒的な賛

意が示された。 

 

 次いで資料 3-1 の趣意書をお送りし，理工学府開設についての就業した修了生を評価・マ

ネジメントする立場の方々に，ご意見をうかがったところ，136 名（社名，部署，役職リス

トは資料 3-2）の方々から理工学府開設に対する賛同書をお送りいただいた。 

 

 これらの結果を踏まえて，企業経営に責任ある役職の方々，あるいは大所高所からご意見

をいただける方々を訪問してご意見を伺う有識者インタビューに臨んだ。 

  



学生の確保の見通し等を記載した書類 

15 

 

 

 

Q1 
平成 23 年（2011 年）に学部を理工学部とし，学士（理学）と学士（工学）が卒業する教育

プログラムを用意いたしました。 この理工学部の卒業生が中心となる大学院進学者につい

て，理学を学ぶ学生には，奥深い理学の学問を追求するとともに工学的な応用のセンスを備

えさせ，また工学を学ぶ学生には，最先端の工学を追求するとともに基礎科学のセンスを備

えさせたいと考えており，そのための大学院教育プログラムを提案する予定です。 こうし

た「理学と工学のセンスを兼ね備えた」人材は，社会にとって有意義な人材であるとお考え

でしょうか？ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5-1 人事担当部署または人事担当者への Web アンケート(Q1) 

 
 
 
 
 

Q2 
新工学府に，横浜発の理学系教育プログラム（Professional Science Degree (PSD)プログラ

ム）を提案する予定です。 米国 NPSMA に International Member として参加し，教育プ

ログラムの国際的レベルを担保すると共にインターンシップをはじめ米国等の大学と相互

的な交流を促す計画です。このことは「理学と工学のセンスを兼ね備えた」人材育成に有効

でしょうか？  （NPSMA：National Professional Science Master's Association，The 
Professional Science Master's (PSM)：主に米国の大学で実施されている科学分野の学位プ

ログラムで，数学，物理，化学などの理学（科学）の分野を学ぶ学生にワークショップやイ

ンターンシップを通して企業における様々なスキルをトレーニングするという新しい学位

です（英国，オーストラリア，韓国でも一部実施しています）。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
図 5-2 人事担当部署または人事担当者への Web アンケート(Q2) 
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Q3 
本学では，(Q1)で示した「理学と工学のセンスを兼ね備えた」人材育成のための教育におい

て，本学の理工系の伝統的な強みである「ものづくり」教育に加え，高度化した IoT 社会に

おいて埋没せぬよう，数理・情報教育を充実し，現代及び未来の産業社会において活躍でき

る技術者・研究者を育成したいと考えております。このような教育は，社会にとって有意義

であるとお考えでしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

 
図 5-3 人事担当部署または人事担当者への Web アンケート(Q3) 

 
 
 
 
 
 
 

Q4 
近年，本学理工学部から大学院への進学率が 8 割を越え，分野によっては 9 割を越えており

ます。そこで大学入学時から大学院までの教育を一貫した体系として再構築し，学生にその

カリキュラム体系を示して 6 年間での学習計画を立ててもらうことを検討しています。この

ような学部・大学院一貫的教育を実施することは，社会への貢献として有効であるとお考え

になりますでしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 人事担当部署または人事担当者への Web アンケート(Q4) 
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理工学府開設に係る有識者インタビュー：理工学府教育課程改編とそのアウトカムズ評価 

 前述の圧倒的な賛意の意味するところを正確に理解するために，企業経営に責任ある役職

の方々，あるいは大所高所からご意見をいただける方々を訪問してご意見を伺う有識者イン

タビューを行った。インタビューでは，資料 4-1 により理工学府開設の趣旨を説明して，資

料 4-2 に示す質問を中心に，ご意見を伺った（インタビュー全体まとめは資料 4-3。その抜

粋を表 9 に示す）。 

 

表 9 有識者インタビュー（インタビュー順） 

ご意見，コメント（抜粋） 

  
これからの社会で，間違いなく課題になるのはサイバーフィジカルシステム，情

報の分野とライフサイエンスの分野である。後者については横浜国大にとっては将

来の課題であると思うが，横浜国立大学の現在の特徴を踏まえると，組織の良い見

直し，発展の方針だと思う。土木，建築を含まない構成であることも，両者がもの

づくりとは言っても，アートに近いものであることを考えると理解できる。 
 

  
企業が求める人材は，ものづくりの全体を見通すのに必要な幅広い知識に加え，

専門性を備える事である。 
融合領域ではチームとして仕事が出来る力が重要で，工学のセンスをもつ理学研

究者（あるいは理学のセンスをもつ工学研究者）というのは要請にあっている。一

方，重点領域の研究では，チームで協力というのは苦手でも，独創的で突飛な発想

を出し，これが innovation を生むこともある。そのような人間の育成にも目を配っ

て欲しい。 
さらに企業に入って携わることは一般的に非常に幅広くなるため，分野横断できる

展開力とチャレンジ精神も非常に重要である。 
 

  
今回の改組の特徴の一つは，数学を独立した教育分野としている点にあると感じ

た。論理的な思考の原点は数学であり，これを強化することは有意義であると考え

る。 
教育の究極は，如何に幅広い視野で人類の将来を考えられる人間を育てるかであ

る。大学改革も主語が XX 大学ではなく，日本，さらには世界であって欲しい。 
 

  
時宜を得，「死の谷」を乗り越える力を持つ人材育成を期待させる改組である 
博士課程前期修了生が全員数理科学・情報技術の素養を身に着けるという試みは

大変意義がある。 
 修士学生は基礎力が十分でない場合が多く，博士の採用を増やす方向にある。PSD
は新しい修士人材として興味深く，ぜひ採用を考えたい。 

最近の修士修了生は，知識が限定的になりつつある。これは企業の発展には望ま

しくない。カリキュラムの限られた枠の中ではなかなか容易ではないが，専門力と

基礎力のバランスのとれた教育を行っていただきたい。 
 

  
工学の教育を受けるものがサイエンスの基盤も学んでくるのは非常によい。理学

のセンスのある人材をぜひ育ててほしい。とくに数学，統計学を学んできてほしい。 
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高度専門職業人の人材育成はよいと思う。地方の大学と違って，都会の大学なの

で，良い人材は集まると思うので，就職後にしっかりとしたものづくりができるよ

うな教育をお願いする。 
 

 
化学の分野では，企業においても工学のセンスに加えて理学的な基礎事項を理解

していることが必要なので，修士（理学），博士（理学）の人材も修士（工学），

博士（工学）の人材と同様に重要である。PSD では，工学系の科目の履修やインタ

ーンシップなど実務的な教育も重視すると言うことで，企業で活躍できる人材と考

える。 
高い専門性を備えているとともに幅広い素養を身につけた人材が望ましい。化学

系の人材でも，数理科学・物理・電子情報系の知識，技能，とくに情報技術を身に

付けていることは今後ますます重要になる。 
 

 
当社が求める人材としては，以前は機械工学の素養を持った人材が主であった

が，機械工学などの専門分野の基盤をしっかり持ちつつ，最近では幅広く，情報技

術系などと垣根なく対応可能な素養を備えた人材を求めている。その意味で，理学

系，工学系，情報系，実務系という幅広く，実践的な教育課程は，我が社の求める

育成人材像に合っている。 
当社では，現在，社会人課程博士は，社会にでてからその意義を認識しつつ学び

直すことができ，有益であると考えている。社会人課程博士の育成を促進したい。 
 

  
当社は，新たに事業を展開する段階にある。そのような時には，マニュアル的な

人材より，「思考能力」を持った人材が必要である。今回の改組で実現される人材

像には大いに共感するものがある。 
当社では社会人課程博士は，有益であると考えている。 
 

  
現代は，ものを作るだけでは競争力のある価値は生めない。逞しい好奇心，何故

その現象が起こるのかを考える理学的なセンス，さらには幅広い分野の人を束ねる

マネジメント力などが非常に重要となる。そのような観点で，広い視野を持つ学生

を育てようとする姿勢には賛同できる。 
PSD だけでなく，修士さらには博士教育に必須なのは，専門分野における深堀で

ある。しかし，専門性だけでなく，幅広い教養と国際性を備え，さらに人脈（特に

博士）を持った，グローバルリーダーとしての総合力を養って欲しい。 
 

  
出口，入口，社会情勢把握など的確に行われており，理念が具体的な構成やカリ

キュラムに順当に展開されているとの印象である。鳥の目，虫の目，いずれもなさ

れており趣旨に賛同する。ぜひ進めていただきたい。 
 

  
世界のリーダーとなるためには，理と工のバランスが大事だと考えている。理学

と工学のバランスが必要であると日々感じており，今回の貴学府の改編の理念は，

まさに我々が求めているところと一致している。現象をみて，式が立てられ，原理

から考えられる能力は，やはり強みにつながり，サイエンス系の人材を求めている。 
 技術開発の一連の流れを知る上でも，技術マネジメントに関する科目を含めるの

が望ましい。社内では，今，「リスキリング」が課題となっている。例えば，機械

系技術者に情報工学を再教育するようなことだが，大学にはそのような社会人教育
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の取り組みに期待したい。 
 

 

インタビューでは前述のようにこれまでの本学工学府の実績，ならびに理工学府開設案

を資料 4-1 に基づいて 20 分程度かけて紹介し，その上で全体に対するコメントを伺い，話

の中で関連する項目の質問を行ってさらにご意見をいただいた。 

 

有識者の皆様からは，例外なく，本改組の目指す，“従来の工学主体のものづくりの科

学技術の継承・発展だけでなく，「理学のセンスあるいは工学のセンスのある技術者・研

究者の育成を行う。」ことに賛同いただいた。 

 具体的には，「イノベーションには「そもそも」の部分を分かっていることが重要であ

る。所与の条件から出発するのではなく個々人が原理的な部分を少しでも踏まえて考える

ことが重要であり，それを志向するものとして高く評価する。」とのご意見をいただいた。

また，数学分野の重要性が多くの企業から指摘され，今回の理工学府設置にあたって教育

分野に数学を設けたこと多くのインタビュー先から高く評価された。 

 

次に，本改組の目的を実現するための，4 つの科目群からまんべんなく学ぶ方式 (情報，

数理科学の知識を専門と共に身につける) で育成された学生についてご意見を伺った。 

これについても全員の皆様から賛意をいただいた。これには，現在の博士課程前期学生

が特定の高度な分野の知識は身に着けて社会に出てくるものの基礎力が十分でなく，他分

野の修了生との連携が困難であるとの問題意識や，最近では専門分野の基盤をしっかり持

ちつつ，幅広く，情報技術系などと垣根なく対応可能な素養を備えた人材がグローバル展

開には欠かせないとの認識があると伺った。その意味で，理学系，工学系，情報系，実務

系という幅広く，実践的な教育課程は，社会の求めに合致している。ただ，同時に現在の

カリキュラムは，低きに流れることを可能にしている場合が多いのではないかとの指摘が

あった。 

また，今回の理工学府の教育課程では，限られた時間で専門力と基礎力をどのように育

成していくかについて十分な備えが必要であるとのご指摘をいただいた。また，国家全体

を見通す立場にあるインタビュー先では，重要性と同時に体系的カリキュラム構築の難し

さも指摘された。 

 

3 つの専攻，13 の教育プログラム編成は従来のディシプリン中心ではあるが新しいジャ 

ンルを設けていることについては，新しい分野は時代の趨勢にあっている，当然のことで

あるとの反応を頂戴した。 

 

 

IoT についても企業の反応は明確で，IoT 時代に何ができるのかについての素養は必須

であり，理工学府が柱の一つに置いていることは当然であるとの意見がほとんどであった。 



学生の確保の見通し等を記載した書類 

20 

 

理学の PSDについて：修了生の就職見通しについて 

化学系の複数の企業から，期せずして，工程全体を理解してものづくりに携わるには，

幅広い基礎学力が必要であるとの認識が示され，PSDはこれに応える一つの解として理解

が得られたと思われる。修士，博士ぜひ採用したいとの発言も 1社の採用人事担当者から

得られた。社会に出てから重要になるのは，例えば T 型教育(TED)で出た人間であっても，

自分で T の横棒や縦棒を伸ばせる能力である。これには幅広い知識に基づくフレキシビリ

ティーと深い知識に基づく新たな発想が重要となる。この期待に応えるプログラムと捉え

られた感もある。 

しかし，同時に企業が世界展開する上では，重点領域の研究で，チームで協力というの

は苦手でも，独創的で突飛な発想を出し，これが innovationを生むこともある。そのよう

な人間の育成にも目を配って欲しい，との希望もなされた。 

 

以上の総括は，「ものづくり」とは，「人間社会の利便性向上を目的に人工的に「もの」

（形のある物体および形のないソフトウェアとの結合を含む）を発想・設計・製造・使用・

廃棄・回収・再利用する一連のプロセスおよびその組織的活動であり， 結果が社会・経済

価値の増加に寄与できるとともに，人間・自然環境に及ぼす影響を最小化できること」と

いう日本学術会議の定義（「21 世紀ものづくり科学のあり方について」日本学術会議 機

械工学委員会 生産科学分科会，2008年 9月 18日）と整合する。この「ものづくり」がも

たらす新しい価値を予測し，ものづくり企業がこれを達成し競争力を維持していくには，

「科学に基づくものづくり」を実践する必要があることも強く提言されており，この「科

学に基づくものづくり」を実現する教育課程として，従来，分散的に存在していたものづ

くり関連の学術を「ものづくり科学」として集約・拡充し，「ものづくりの種」を積極的

に創出する人材育成を理工学府は目指している。このような人材育成の必要性は，これま

で工学府が国家プロジェクトや企業との多様で高度な共同研究を進める中でも明確にな

り，ここに本学に求められる育成人材像として「理学のセンスを持つ工学系技術者・研究

者」と「工学のセンスを持つ理学系技術者・研究者」を定めた背景がある。 

そして，「理学のセンスを持つ工学系技術者・研究者」と「工学のセンスを持つ理学系

技術者・研究者」を，理工学府においては共通の基盤的学術として数理科学と情報技術と

を置き，「ものづくり」に対して進行するパラダイムシフトに，新しい育成人材をもって

対応する。これは，産業構造の変化や雇用のニーズを的確に把握したうえで，実社会のニ

ーズに即した人材育成を行っていく仕組み（「新産業構造ビジョン 中間整理」産業構造

審議会 新産業構造部会，2016年 4 月 27日）を，国立大学法人の大学院として抜本的に

強化するための教育課程の改編である。ここまでに詳述した十分な就業機会が与えられて

いる工学府において，上述の仕組みを求めた教育課程と合わせることで「未来を支える人

材力強化のための雇用と教育施策とのパッケージ（「日本再興戦略」改訂 2015－未来への

投資・生産性革命，2015年 6 月 30日：「日本再興戦略」－第 4 次産業革命に向けて－，

2016年 6月 2日）」としての理工学府が構築できる。この理工学府設置計画に対して産業
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界から，上述のように人事担当部署（若しくは人事担当者）に対しての Webアンケート，

修了生の上司からの賛同書および企業経営に責任ある役職方々をはじめとする有識者へ

のインタビューから，学生定員拡充の一番の根拠を得た 

 

理工学府が育成する人材は，「IoT の時代にあっても先導的，中心的に貢献できる人材」

である。こうした人材に対する社会からの要請に対応し，加えて産業構造変化ならびに人

材需要予測に基づいて計画した，教育課程改編と授与する学位種の変更，新規専攻の学生

入学定員を図 6にまとめて示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 工学府改編による理工学府の専攻構成：授与する学位種と教育分野（図中矢線は，担

当専攻を変更する教員の異動を示す。入学定員の M は博士課程前期，D は博士課程後期） 

  

改編前 (工学府) 改編後 (理工学府)

システム統合工学専攻（入学定員　M:101名，D:13名） 機械・材料・海洋系工学専攻（入学定員　M:109名，D:11名）

学位種 教育分野 学位種 教育分野

機械システム工学 工学 機械工学

材料設計工学 材料工学

海洋宇宙システム工学 航空宇宙工学

機能発現工学専攻（入学定員　M:99名，D:12名） 海洋空間

学位種 教育分野 化学・生命系理工学専攻（入学定員　M:107名，D:12名）

先端物質化学 学位種 教育分野

物質とエネルギーの創生工学 理学 化学 (PSD※)

物理情報工学専攻（入学定員　M:122名，D:16名） 工学 応用化学

学位種 教育分野 エネルギー化学

電電ネットワーク 化学応用・バイオ

物理工学 数物・電子情報系理工学専攻（入学定員　M:146名，D:18名）

学位種 教育分野

工学 電気電子ネットワーク

改編前 (環境情報学府) 情報システム

環境システム学専攻 応用物理

理学 物理工学（PSD※
）

数学

※ National Professional Science Master's Association の

教育プログラムを参考とした理学プログラム

工学

学術

工学

学術

工学

学術

学位種が，工学と学術から

工学と理学へ

7教育分野から13教育分野へ
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日本全体の人材需要 

新産業ビジョン産業構造審議会において，第 4 次産業革命をリードするにあたり，図 7

に 2030年の職業別人材需要が示されている。この整理の中で，理工学府大学院修了生が

関わるのは①と⑦である。②に記載の製造業関係は現場担当者に係るものであり，大学院

修了生とは直接関係しない。この分析(予測)では，2030年には対 2015年で①上流工程に

96万人，⑦IT 業務に 45万人の新たな人材需要が日本全体にある。また，図 8-1に示すよ

うに，超スマート社会 Society5.0において，IoT サービスプラットフォームを利用して，

新しい価値を生み出すことの重要性が謳われている。 IT 人材と新しい価値を生み出す人

材の両者を生み出すことができる理工学府は，人材ニーズとして図 7に示されている⑦に

主として該当し，①とも強く関わっている。 

 

これとは別に，IoT と関連して数理科学分野の人材育成が喫緊の課題であることが指摘

されている。日本全体で数理科学分野の修士修了生は 6,000人程度で米国の 50％程度に達

しているが，IoT 時代に必要な応用数学や統計学を専門分野とする数学者は米国の 10分の

1程度である(図 8-2)。今回の改組ではこの分野を理工学府独自に強化しているので理工学

府から巣立つ修了生の付加価値は高い。  

 

 

図 7 2030 年に向かっての職業別従事者数の変化 

（「新産業構造ビジョン 中間整理」産業構造審議会 新産業構造部会，2016 年 4 月 27

日）  
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図 8-1  第５期 科学技術基本計画 概要より抜粋 

 

 

 

図 8-2 理工学府修了生が補完する他の人材分野（http://www.mext.go.jp/ b_menu/shingi/ 

chukyo/chukyo4/004/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2010/08/03/1295700_1_2.pdf） 
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上述の日本全体の人材需要から大学院修了生が関わる，図 7では①と⑦に相当する職業

については，2030年には対 2015年で 141万人の人材需要増加が予想される。従って，本

学への求人も増えることはあっても減少することはないと予想される。 

 

神奈川県の人材需要と横浜国立大学 理工学府 

横浜国立大学は重点支援①を選択し，このカテゴリーで機能強化を推進する国立大学で

ある。図 9(左) に新学府の母体である工学府博士課程前期に在籍する出身地別の学生数，

図 9 (右) に博士課程後期に在籍する学生数を示した。平成 28年 3 月現在，博士課程前期

に神奈川県 179名，東京都 82名，関東近県 91名，静岡県 45名の出身者が在籍して在籍

学生数の半数以上を占め，横浜市・神奈川県に根ざした国立大学である特徴が顕著である。

博士課程後期では，社会人・留学生と日本人課程学生がほぼ同率であることが工学府の特

徴であるが，加えて神奈川県，東京都の出身者が多い特徴がある。本学大学院工学府がこ

の地域における理工系の国立大学・高等教育機関として機能し，これからも機能し続ける

ことを強く示唆するものである。 

また，これら学生は神奈川県をはじめ関東エリアで就業する実績（インタビューで理工

学府を高く評価した日産自動車をはじめ多くの就業先が神奈川・関東エリア）があるが，

前述の新産業ビジョン産業構造審議会における 2030年の職業別人材需要をもとに，この

地域における高度専門職業人の人的供給源としての理工学府の見通しを示す。 

 

 
 

図 9 (左) 工学府博士課程前期に在籍する出身地別の学生数 

図 9 (右) 工学府博士課程後期に在籍する出身地別の学生数 

 

神奈川県には，次ページの図 10に示すように，全国の研究者，技術者の約 14パーセン

ト(約 31万人)が居住している。この 31万人の 25％程度，7 万 7 千人が製造業に関連して

いる。前掲の図 7（2030年に向かっての職業別従事者数の変化）において⑦で示されてい

る 45 万人は業務の内容が高度であり，修士修了生がその大半であると考えられる。修士

修了生が 45 万人の 80％程度であると推定すると，その 14 パーセント 5 万人程度が神奈

川県に居住するものとなる。そして，その 25 パーセントの 1 万人程度が製造業に係るこ

とになる。言い換えると，⑦に関連して 2030年に新たに必要になる人材は神奈川県内で 1
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万人程度と推計される。神奈川県居住の研究者，技術者は，もちろん神奈川県内の大学か

ら就業する者だけではないが，本学がこれらの人材の重要な供給源となっているのは間違

いない。その 3 分の 1 程度が神奈川県内の大学院からの就業者であるとすると，新たに

3,000人程度の人材を 15年間かけて育成する必要があると言え，毎年同数の増加であると

すると，約 200名/年の需要が，我が国の将来を決する産業構造の変化を支えるために必要

となる。 

一方，神奈川県は IoT の先進県であり，川崎市に殿町国際戦略拠点（京浜臨海部ライフ

イノベーション国際戦略総合特区）キングスカイフロントが 2012年 3 月に認定され，多

様な研究機関やサイバーダイン社（2014年 8月に進出決定）などの IoT 先進企業が続々と

参入している。また，相模原など 9市 2町にロボット特区（地域活性化総合特区）が設け

られる（2013年）など，神奈川県内では他に先行した研究開発活動が展開されており，こ

れらにも人材需要が見込まれる。また，この推定では考慮していないが，実際には図 7の

分類における①にも多数の人材ニーズがあること，他地域への就業者等を考えると上記の

200名は少なめの推定でもある。 

 

 

 

図 10 神奈川県の研究者数と技術者数（http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f4898/p14365.html） 

 

女子大学院生に対する新たなニーズ 

平成 23 年度に本学は，工学部を理工学部に改組し，学部教育において理の分かる工，
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工の分かる理の学生を教育してきた。この教育課程改編による大きな変化として最近数年

間での著しい女子学生数の増加があげられる。この傾向は理工学部だけでなく，大学院に

も認められる。 

図 11に工学府在籍女子学生数の最近 5年間の変化を示す。平成 28年度では 120名以上

が工学府に在学している。理工学部卒業生が進学するようになって，40人以上女子学生が

増えている。「一億総活躍社会」を目指す現在のわが国において，女性の理工系への進出

は望ましい姿であり，またわが国の未来を支える重要な人材と期待される。 

 

図 11 工学府に在籍する女子学生数の変化． 

（都市イノベーション学府に移行した社会空間システム学専攻は除いてある） 

 

図 12に内閣府男女共同参画局作成の専攻別に見た学生（大学院（修士課程））の割合（男女

別，平成 26年）を示す。理学分野での女子学生の割合が高いことが分かる。 
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図 12 学位種別に見た学生（大学院（修士課程））の割合（男女別，平成 26年） 

 

図 13 は理工学府における女子学生の所属を専攻別に整理したものである。理学の学位

を取得できるようになる化学・生命系理工学専攻ならびに数物・電子情報系理工学専攻に

高い割合で女子学生が在籍している。また，いずれの専攻においても女子大学院生数は着

実に増加している。 

 

 

図 13専攻毎の女子大学院生の数（博士課程前期） 

 

図 14に女子修了生の就業先の産業分類を示す。多くは電機メーカーなど，IT や情報と
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直接的に関連する企業も含め，広義の製造業への就業であり，理工学府が掲げる育成人材

を支持するものである。さらに，図 15に示す就業先での職業分類においても，化学・生命

系理工学専攻では 94%，機械・材料・海洋系工学専攻及び数物・電子情報系理工学専攻で

は 100%が専門的・技術的職業従事者となっている。上記の社会への女性参画推進の流れ

とともに，理工学府が我が国の高度専門職業人としての女性技術者の社会への供給源とし

て今後果たすべき役割がますます重くなることが見込まれ，学生定員の算定の際に考慮し

た。 

 

 

図 14 博士課程前期女子修了生の就業先の産業別分類 

 

 

図 15 博士課程前期女子修了生の職業分類 
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横浜国大への人材需要 

工学府博士課程前期および後期修了生の特徴として，製造業従事者が多いことをすでに

述べた。また，予測される将来について，製造業において求められる知識・能力そして業

務内容が変化すること，そして理工学府の育成人材像が，変化に対応する知識・能力を有

し，将来において我が国の産業を維持・発展させることのできる「理学のセンスを持つ工

学系技術者・研究者」と「工学のセンスを持つ理学系技術者・研究者」として，国立大学

大学院修了生ならではの付加価値を有して活躍する職業と想定されているその業務内容

を示した。 

次に，これまでに修了生が就業した製造業を中心とした企業体をセグメント化し，その

特徴を描像する。図 16は，7ページで工学府全体の特徴として示した図 2の工学府修了生

の就業動向から想定される，理工学府各専攻の修了生の就業の産業分野を矢線で示してい

る。これら就業先での業務内容の将来にわたる変化に対応できる人材が求められるが，そ

の需要を，セグメント化した企業体それぞれについて検討した。 

 

 

 

 

図 16 理工学府修了生の就業する産業（産業分類準拠） 

機械・材料・海洋系工学専攻

化学・⽣命系理工学専攻

数物・電⼦情報系理工学専攻

100 200 3000
修了生就業数 (人)

2

改編前専攻名 専攻宛求人票
受領数

求人倍率
(求人票受領数
/入学定員)

システム統合工学専攻 976 9.7

機能発現工学専攻 440 4.4

物理情報工学専攻 1,051 8.6

平成28年度求人状況

伝統と実績が支える堅調な求人 ➡
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表 10 工学府各専攻の就業実績のある主要上位約 50 社から見た理工学府の求人数の推

移 

（平成 25年度から平成 28年度）（拡大版を資料 5として添付） 

 
 

表 10は求人数につき，工学府各専攻の主要上位約 50社の求人数の平成 25年度から平

成 28 年度での実績をもとに新専攻である理工学府の各専攻として評価したものである。
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理工学府教育課程改編並びにその開設についての趣意書（資料 3-1）に対し賛同の意を表

した企業（資料 3-2）を赤で，面接インタビュー（後述）にて設置の趣旨を応援し，今後の

人材への期待を表明した企業（資料 4-3）を赤および紫の太文字にて示している。（注記：

上表の企業すべてに理工学府開設に関しての趣意書を送ってはいない。） 

表にある具体的な企業名からも，日本を牽引している企業から修了生が求められている

ことが分かる。表内の数字は本学からのこれら主要企業への就職者数を表している。機械・

材料・海洋系工学専攻および数物・電子情報系理工学専攻と化学・生命系理工学専攻では

就業先の集中度が異なること，化学・生命系理工学専攻のほうがロングテールな分布を示

す特徴があることなどが分かる。 

この表で赤（太字は複数名から）および紫にて記した企業（表 10 左からの専攻それぞ

れで 18社，18社，14社）からは，理工学府が教育課程改編を行って育成しようとする人

材が，それぞれの企業の求める人材，若しくはそれぞれの企業の将来予測に基づいた，近

未来に必要とする人材に合致しているとの回答を直接いただいている。こうした企業は本

学工学府の教育について信頼と期待を寄せ，修了生の採用に積極的な企業であると言える。

機械・材料・海洋系工学専攻では，平成 25年度 153名，平成 26年度 166名，平成 27年

度 179名，平成 28年度 174名と堅実かつ大きく増加した。化学・生命系理工学専攻では，

平成 25年度 42名，平成 26年度 50名，平成 27年度 59名，平成 28年度 57名と増加し

た。数物・電子情報系理工学専攻においても，平成 25年度 107名，平成 26年度 116名，

平成 27年度 129名，平成 28年度 119名と増加した。さらに理工学府への求人数が最近 4

年間の平均で，年 2,118人に及ぶことを考えると，今後も修了予定の大学院生数よりはる

かに多い同程度の求人が期待される。 

 

増え続けている理工学府三専攻への求人 

以下に，新たに設置を申請している理工学府における状況を，工学府での実績に基づき

求人数を算定して評価した結果を示す。 

 

表 11 理工学府各専攻の求人数の推移 平成 25年度から平成 28年度 

 

 

 

 

 

求人数は，社会・企業のニーズであり， 

 

 

 

 

 

専攻 年度
５０社の
就職者数

(a)

５０社の
求人数
(b)

全就職者
数
(c)

入社した
企業数
(d)

就職して
いない

企業数 (e)

求人数
(f)

求人倍率
(g)

就職して
いない企業を
除いた数(h)

求人倍率
(i)=(c)/(h)

H25年度 84 153 113 70 488 694 6.1 206 1.8

H26年度 73 166 110 71 545 795 7.2 250 2.3

H27年度 74 179 111 70 740 1,009 9.1 269 2.4

H28年度 59 174 90 61 711 976 10.8 265 2.9

合計 290 672 424 272 2,484 3,474 8.2 990 2.3

H25年度 34 42 79 70 235 333 4.2 98 1.2

H26年度 37 50 82 72 231 342 4.2 111 1.4

H27年度 46 59 86 73 274 384 4.5 110 1.3

H28年度 45 57 96 83 318 440 4.6 122 1.3

合計 162 208 343 298 1,058 1,498 4.4 440 1.3

H25年度 71 107 124 94 535 722 5.8 187 1.5

H26年度 56 116 112 79 533 765 6.8 232 2.1

H27年度 74 129 136 98 725 962 7.1 237 1.7

H28年度 55 119 106 77 822 1,051 9.9 229 2.2

合計 256 471 478 348 2,615 3,500 7.3 885 1.9

機械・材料・海
洋系工学専攻

化学・生命系理
工学専攻

数物・電子情報
系理工学専攻
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優れた人材の供給を求める声に正しく応えることは大学の重要な責務である。そこで，

工学府の修了生の就業状況から将来の社会・企業からのニーズを以下の手法で見極めた結

果，入学定員を改定することとした。 

ここでは，それぞれの専攻で，求人票が送られてくる企業，修了生が就職する企業に差

異があるため，就職者数の多い企業をもとに考えた。具体的には，直近の 4年間で，各専

攻の修了生の就職者数の多い主要上位約 50社を選び，各年度でその約 50社に就職した修

了生の数を表 11(a)，求人数を(b)に記載した。いずれの専攻においても年度によらず，求

人数が就職者数を大きく上回っている。欄(e)には求人があっても修了生が就職せず企業の

ニーズに応えられなかった数を示した。求人数は専攻によらず年度ごとに増加している。

これらの求人社数から最低 1名の求人があったとして求人数を見積もった値を欄(f)に記載

し，図 17-1から図 17-3に示した。どの専攻においても年度ごとに右肩上がりに増加して

いる。(g)には，求人倍率を掲載し，図 17-1から図 17-3に(f)とともに示した。将来起こり

うる最悪のケースとして，就業実績がない企業からの求人がゼロとして推定した求人数の

最低値の 4年間の平均は(h)になる。これについて求めた求人倍率は(i)のように各専攻 4年

間平均で 2.3倍，1.3倍，1.9倍であり，30%以下の範囲であれば，定員数を増加すること

によって修了生が増えても，社会ニーズに対して修了者数が過剰になる心配はない。 

 

以上をまとめると，今回の理工学府改組では，前述の推定から，新たに生まれる県内の

人材ニーズの最小値は 200名と考えられるが，質の高い教育を実現して優れた人材を供給

することを重視して，本学では博士課程前期の定員を 40 名増とした。以下にそれぞれの

新専攻での，定員増の詳細を説明する。 

 

機械・材料・海洋系工学専攻: 力強い求人圧力（包括連携協定成果の商業的成功とその教

育実績による人材を求める未来志向企業） 

図 17-1に機械・材料・海洋系工学専攻の求人数（推薦数）の平成 25年度から平成 28年

度までの 4年間の求人総数の推移を示す。平成 25年度から平成 28年度まで，増加傾向に

あることがわかる。平成 25年度 694名，平成 26年度 795名，平成 27年度 1,009名，平

成 28年度 976名と堅実かつ大きく増加しており、平成 28年度 / 平成 25年度比で 1.4倍

強である。 
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図 17-1 機械・材料・海洋系工学専攻の求人数の推移 

 

 このような求人数の増加にみられる数の変化とともに社会から期待される人材像も徐々

に変わりつつある。例えば本学は 2004年 4 月に小松製作所と包括連携協定を締結し，多く

の連携研究活動を実施した。その成果は未来技術であると思われていた IoT のコンセプトが

提示していた具体的な商業製品 KOMTRAX を産み，安全性・セキュリティ面の強化・成長

へと多面的に貢献した。この例は，数理・情報技術をさらに強化した大学院教育課程の改編

の重要性を示している。そして，この教育課程改編が目的とする育成人材に対し，この象徴

的な実績に基づいて，予測される IoT 社会を見据えた各種産業からの人材要求は，前掲の専

攻推薦を求めての求人圧力として示したように非常に強い。広範な産業としては，本専攻で

はこうしたシステムを支える最先端技術を担う高性能材料の教育内容も含む教育課程であ

るため，伝統的な機械，建機，自動車という産業界に加えシステムデバイスやエネルギー機

器などの電機産業があげられる。 

 

化学・生命系理工学専攻：女性技術者育成の実績と要望 

図 17-2に化学・生命系理工学専攻の過去 4年間の求人数の各年度の総数を示す。この間

に大幅に増加していることが分かる。すなわち，平成 25 年度 333名，平成 26 年度 342

名，平成 27年度 384名，平成 28年度 440名と順調に右肩上がりに増加しており、平成

28年度 / 平成 25年度比で 1.3倍強である。 
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図 17-2 化学・生命系理工学専攻の求人数の推移 

 

化学・生命系理工学専攻全体としての大学院生の就業傾向の特徴としては，化学関連の

極めて広範な企業に就職をしていることが挙げられる。推薦で就職する学生の 1社あたり

の数は，最大でも 3名程度であり，景気に大きく作用されることなく、共同研究等を通し

て結び付きが強い企業が，将来計画に基づき毎年各社当たり 1名程度の学生を採用する傾

向が強い。また，特定の専門分野の学生に奨学金を在籍中から支給し、採用する例が多い

ことも特徴である。さらに理学志向の学生の要求に応え、IoT 社会を見据えた理工学府へ

の改組を実行することで求人数は堅実な増加が見込まれる。上述のように，本専攻では、

在籍女子学生の数が多くかつ右肩上がりで増加しており、社会からの期待は一層増してい

ることが強みである。 

前掲の図 13に示したように，化学・生命系理工学専攻では，女子学生数は，平成 23年

度 31名，平成 24年度 34名，平成 25年度 46名，平成 26年度 49名，平成 27年度 60名，

平成 28年度 63名と大幅に増大している。平成 28年度では，専攻全体の 30%が女子学生

である。社会への女性参画推進の流れは、益々強く、大きくなると考えられる現状で、本

専攻が進む方向は社会が目指す方向に合致しており、社会が要求している学生の教育を適

切に行っており、今後の日本の活性化に貢献できる大学院としての存在価値を十分に示す

ことができる。 

 

数物・電子情報系理工学専攻：予見される将来社会の基盤－サイバーフィジカルシステム

インフラ（CPS）の実システム指向教育 

図 17-3は，数物・電子情報系理工学専攻の求人（推薦）の平成 25年度から平成 28年度

までの 4年間の各年度の総数の推移である。平成 25年度から平成 28年度まで，一貫して

増加傾向にある。平成 25年度 722名，平成 26年度 765名，平成 27年度 962名，平成 28

年度 1,051名と増加数も大幅である。平成 28年度 / 平成 25年度比で 1.4倍強である。 
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図 17-3 数物・電子情報系理工学専攻の求人数の推移 

 

 

図 18サイバーフィジカルシステム（CPS）を構成する 3つのレイヤー 

 

このような強い求人圧力の主因となるサイバーフィジカルシステム（CPS：現実世界と

サイバー世界が緊密に結合されたシステム）は，図 18 のサイバーレイヤーにおけるクラ

ウドコンピューティングとフィジカルレイヤーにおけるエッジコンピューティングの連

携によって成り立つ。また 2つのレイヤーの間に位置するフォグレイヤーは，将来の大量

のエッジ情報（エッジヘビー）を分散・連携・スケールする役割（フォグコンピューティ

ング）を担っている。このように，サイバーフィジカルは抽象度と役割の異なる 3つのレ

イヤーからなっており，それぞれ基盤となる技術体系が存在する。 

数物・電子情報理工学系専攻では，物理工学（Science，Technology），電子情報システ

ム（Engineering），数理科学（Mathematics）の連携（STEM教育）によって実践的 CPSを
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強力に推進する。特に物理，電気電子ネットワーク技術，情報ネットワークシステム技術

という CPS インフラ技術分野をコアとする教育プログラムの機能強化によって高度技術

者・研究者を育成し，それぞれのレイヤーを担う企業・組織へと輩出することを狙ってい

る。 

そして，この CPSインテグレーションを計算機・情報技術，量子情報，テラヘルツ光通

信，光 COMなどに対する数学的アプローチ，物理学的アプローチを，理学／理学（PSD）

プログラムが支え，予見される将来の産業社会に貢献できる人材を育成する。こうした新

しいタイプの，眼前の IoT 社会を見据えた教育課程改編によって育成される人材への要求

は，表 10 などに記したとおり非常に強い。この新専攻の教育研究分野への社会的ニーズ

は極めて大きなものであり，さらに求人数は増加することが見込まれる。 

 

以上のように，理工学府で設置を予定している 3専攻はいずれも近年求人数が増加して

おり，現状でも，社会から高いニーズがあることがわかる。 

 

各専攻での定員の考え方 

新設する理工学府の希求する像が社会からの要請に応えているものであること，そして

育成人材が社会からの期待に応えるものであることを点検した（[工学府の実績と理工学

府育成人材像への社会からの期待]，p.2-21）。その上で産業構造変化の中で予測される人

材需要に照らして必要な人材を育成するものであることを示した（[産業構造変化に対応

した人材需要と改定学生定員]，p.22-28）。そして最後に，工学府の入学者選抜状況および

修了生の就業状況を概括し，理工学府で期待される将来の就業状況について述べた（p.29-

35）。以下に，新設する各専攻の入学定員を工学府からの変化として図 19 に図示すると

ともに，各専攻についてまとめる。 
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図 19 工学府と改編後の理工学府各専攻の学生入学定員：図 6では，担当する専

攻を異動する教員が灰色の矢線で示した。その教員数は，システム統合工学から

数学分野の強化のため数物・電子情報系理工学専攻へ 3名，環境情報学府から宇

宙航空分野強化のため機械・材料・海洋系工学専攻へ 3名，同じく環境情報学府

からエネルギー化学分野強化のため化学・生命系理工学専攻に 3名である。上図

は学生定員の移行を記したため，これら教員の異動は明示的には示していない。 

 

表 11 から新設する理工学府の博士課程前期では，最悪の場合を想定しても 1.3 倍の求

人が見込まれることが分かる。言い換えれば，定員を 30%増員しても，修了者の就業に関

しては，問題はなく，求人圧力の堅調さに揺るぎはない。これを，理工学府の定員根拠の

出発点とする。 

 

機械・材料・海洋系工学専攻 

機械・材料・海洋系工学専攻の博士課程前期は、これまでの実績より堅調な求人圧力を

示し，新設する理工学府の新専攻として生まれ変わることで，求人圧力は振張されること

を示した（図 17-1）。直近 4 か年平均で，主要上位約 50社の求人数 168名に対して，就

職者数 73名で求人倍率は 2.3倍である。また，全求人数が 868名に対して就職者数が 106

名で 8.2倍にも上る（表 11）。新専攻では航空宇宙分野の主担当教員を 3名増員すること

から，上述の社会からの求人圧力を考慮し，定員を 30%の 30 名以上増加させることが可

能であるが，基準点を上回りながら入学定員順位より下位の受験者が現在の工学府システ

ム統合工学専攻において，理工学部卒業生が受験するようになった直近 3か年で年平均 20

名程度（定員の 20％程度）であること（表 2）を考慮し、さらにこれまで以上に質の高い

改編後 (理工学府)

機械・材料・海洋系工学専攻（入学定員　M:109名，D:11名）
学位種 教育分野

改編前 (工学府) 工学 機械工学

システム統合工学専攻（入学定員　M:101名，D:13名） 材料工学

学位種 教育分野 航空宇宙工学

機械システム工学 海洋空間

材料設計工学 化学・生命系理工学専攻（入学定員　M:107名，D:12名）

海洋宇宙システム工学 学位種 教育分野

機能発現工学専攻（入学定員　M:99名，D:12名） 理学 化学 (PSD※)

学位種 教育分野 工学 応用化学

先端物質化学 エネルギー化学

物質とエネルギーの創生工学 化学応用・バイオ

物理情報工学専攻（入学定員　M:122名，D:16名） 数物・電⼦情報系理工学専攻（入学定員　M:146名，D:18名）
学位種 教育分野 学位種 教育分野

電電ネットワーク 工学 電気電子ネットワーク

物理工学 情報システム

応用物理

理学 物理工学（PSD※
）

数学

※ National Professional Science Master's Association の

教育プログラムを参考とした理学プログラム

工学

学術

工学

学術

工学

学術

(M +8， D -2)

(M +8， D±0)

(M +24， D +2)
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教育研究を遂行するため，定員の 10％程度にあたる 10名の増員を検討し、より堅調を期

して 8 名増の 109名とした（図 19）。博士課程後期では，直近 5 年間の平均で 10名の学

生が入学している実績がある。また，求人票受領数は，直近の平成 28 年度で 149件（倍

率 11.5倍）あり，堅調であり，修了生の製造業就業が全国平均よりも多いという，これま

での特徴を継承できる。これらの実績から定員を 11名とする。 

 

化学・生命系理工学専攻 

堅調な求人圧力は化学・生命系理工学専攻の博士課程前期においても同様であることを

示した（図 17-2）。直近 4か年平均で，主要上位約 50社の求人数 52名に対して，就職者

数は 41 名で求人倍率は 1.3 倍である。全求人数でみると，375名に対して就職者数が 86

名で 4.4倍である（表 11）。また，現在の工学府機能発現工学専攻において女子大学院生

が専攻で学ぶ学生の 30%に達し，さらに増加する傾向がある（図 13，14，15）。18 歳人

口が減少する一方，益々強くなる社会への女性参画推進の流れの中で、新専攻は我が国の

高度専門職業人としての女性技術者の社会への供給源として機能し続けていくことがで

きる。 

新専攻では主担当教員を 3 名増員することから（図 6，図 19 説明文参照），社会から

の要請に応えるため，上述の社会からの求人圧力を考慮し，定員を 30%の 30 名以上増加

させることが可能であるが，基準点を上回りながら入学定員順位より下位の受験者が，理

工学部卒業生が受験するようになった直近 3 か年で年平均 15名程度（定員の 15％程度）

であること（表 2）を考慮し、さらに本専攻は女子大学院生が増加する傾向にあることも

加味したうえで、これまで以上に質の高い教育研究を遂行するため，定員の 10％程度にあ

たる 10 名の増員を検討し、より堅調を期して化学・生命系理工学専攻においても 8 名増

の定員 107名とした。博士課程後期では，直近 5 年間の平均で 14名の学生が入学してい

る実績がある。また，求人票受領数は，直近の平成 28年度で 100件（倍率 8.3倍）あり，

良好な就業状況である。これらの実績から定員を 12名とする。 

 

数物・電子情報系理工学専攻 

数物・電子情報系理工学専攻の博士課程前期は，物理，電気電子ネットワーク技術，情

報ネットワークシステム技術という CPS インフラ技術分野をコアとする教育プログラム

の機能強化によって高度技術者・研究者を育成し，社会ニーズに応えることを示した（図

18）。また，求人圧力が最も大きな教育研究分野であることを示した（表 9）。直近 4 か

年平均で，主要上位約 50社の求人数 118名に対して，就職者数は 64名で求人倍率 1.8倍

であり，全求人数 875名に対して就職者数は 119名で 7.3倍である（表 11）。現在の工学

府物理情報工学専攻において，基準点を上回りながら入学定員順位より下位の受験者が，

理工学部卒業生が受験するようになった直近 3 か年で年平均 60 名弱の多数に及んでいる

こと（表 2），新専攻では主担当教員を 3 名増員し，新たに数学の教育分野を新設して教

育研究力を増強することから（図 6），社会からの求人圧力に応えることを第一にすれば

定員を約 30%の 40名程度増加させることが可能である。 
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3 専攻における就業先の産業分類を図 20-1から図 20-3で確認すると、それぞれの専攻

の出口に置ける機能は明らかであり、数物・電子情報系理工学専攻においては，IoT を直

接支える産業分野（情報通信業，電気・情報通信機械器具製造業，電子部品・デバイス・

電子回路製造業）への就業が多い。表 12 から IoT を直接支える産業分野への就業人数を

確認すると、数物・電子情報系理工学専攻では，平成 24年度の 66名から平成 28年度の

57名までコンスタントに当該産業分野に人材を供給し続け（平均で 62人、定員の約 50％

程度），他専攻に比して，最低でも 3〜4倍程度の人材を供給している。 

他方で、基準点を上回りながら入学定員順位より下位の受験者は，理工学部卒業生が受

験するようになった直近 3か年で年平均 58名程度（定員の 48％程度）である（表 2）。 

以上より、数物・電子情報系理工学専攻では、定員の 30％～50％の増員が可能であるが、

強力な社会ニーズを考慮した上でこれまで以上に質の高い教育研究を遂行するため、他専

攻と同様堅調を期しつつ定員の 20％程度にあたる 24名増の定員 146名とした。 

 

博士課程後期では，直近 5 年間の平均で約 17 名の学生が入学している実績がある。ま

た，求人票受領数は，直近の平成 28年度で 178件（倍率 11.1倍）あり順調な求人状況で

ある（表 8）。これらの実績から定員を 18名とする。 

 

 

 

図 20-1 機械・材料・海洋系工学専攻 就業先の産業分類 

（専攻の就業者に占める割合が 8%以下の業種はその他として示した） 
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図 20-2 化学・生命系理工学専攻 就業先の産業分類 

（就業者に占める割合が 8%以下の業種はその他として示した） 

 

 

 

 

図 20-3 数物・電子情報系理工学専攻 就業先の産業分類 

（就業者に占める割合が 8%以下の業種はその他として示した） 

 

表 12  各専攻の IoT を直接支える産業分野（情報通信業，電気・情報通信機械器具製造業，

電子部品・デバイス・電子回路製造業）への就業状況（表中の数字は人数） 

 



学生の確保の見通し等を記載した書類 

41 

 

 

以上により，機械・材料・海洋系工学専攻の博士課程前期は 109名，博士課程後期は 11

名，化学・生命系理工学専攻の博士課程前期 107名，博士課程後期 12名，数物・電子情報

系理工学専攻の博士課程前期 146名，博士課程後期 18 名の定員とし，理工学府全体で博

士課程前期 362名の定員とし，博士課程後期は 41名とする。 
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イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

大学院工学府 平成 28 年度求人状況 

工学府では各専攻に複数の就職担当教員を配置している。求人については，人事採用担

当者が就職担当教員に求人票を持参し，求人票内容を説明する例が多い。また，送り状と

とともに求人票が送付されることもある。表 4 の大学院工学府 平成 28 年度求人状況に

ついては，それら求人票の数を集計した。また，学生支援課にも求人票が多数送られてお

り，その中から工学府指定の求人票を集計し，別掲とした。 

 

就職実績：博士課程前期，博士課程後期 

工学府では修了時に，修了生全員に進路調査票として修了後の諸情報の提供を求めてい

る。その際，産業分類表を参照資料として配布し，就業する修了生に就業先の産業分類を

回答させている。図 2，図 3 は，それを平成 23年度から平成 27年度の修了生について集

計した結果である。情報通信業の中に大日本印刷株式会社などが分類されているが，これ

は修了生が自身の配属予定先に基づいて産業分類を記したためである。会社情報から修正

することも可能ではあるが，就業先での業務を反映するものとしてそのままとしている。 

 

人事担当部署または人事担当者への Web アンケート 

平成 28 年度の求人票提供元から，それまでに就業実績のあった 224社の人事担当部署

または人事担当者宛に，横浜国立大学情報基盤センターの提供する Web アンケートシス

テム（Limesurevey：https://qstsrv.ynu.ac.jp/limesurvey/index.php）を利用して，理工学府教育

課程の基本方針について，無記名，自由記入無し，4択の形式で Webアンケートを実施し

た（アンケート画面については，資料 2-1から 2-6）。 

回答は Webアンケートシステムを通して集計し，図 5-1から図 5-4としてまとめた。 

 

修了生の上司に対する理工学府開設および教育課程改編の問いかけ 

平成 23 年度以降の修了生を企業内で評価し，マネジメントする立場の上司に対し，資

料 3-1に添付した「横浜国立大学 工学府 教育課程改編計画の趣旨」を送付し，改編の是

非について賛同の意を表してもらえるかを問いかけた。その結果，136通の賛同書をいた

だいた（賛同書寄書者リストは資料 3-2）。 

 

有識者インタビュー 

設置を計画している機械・材料・海洋系工学専攻，化学・生命系，数物・電子情報系の

各専攻に関係する企業および公的地位に就いている有識者に対しインタビューを申込み，

許諾の得られた 10名について，資料 4-1に示す設置計画概要を用いての説明と，資料 4-2

に示す基本的質問項目リストに基づいて，原則として複数名で訪問し，インタビューを実

施した。資料 4-3に，インタビュー時の記録のまとめを添付している。 
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ウ 学生納付金の設定の考え方 

国立大学の授業料はこれまで物価指数と比較すると上昇しており，我が国の高等教育に

おける家計負担の割合は諸外国と比べて高い。家庭の収入が低いほど大学への進学が困難

な傾向等の実態を踏まえ，家計や経済の状況によって能力や意欲がある学生の進学機会を

奪うことのない教育安心社会の実現を目指すため，本学の授業料，入学料及び検定料につ

いては，「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令（平成十六年文部科学省令第十

六号）」に定める「標準額」とする。 

 

② 学生確保に向けた具体的な取り組み状況 

さらなる学生確保に向けた志願者への広報については次の取り組みを実施している。 

・工学府・工学研究院のホームページ（和文・英文）を通して，教育研究の実績を発信

する。ホームページは常時更新する。 

・国外の学生については，国際交流協定校，海外サテライトオフィスや海外同窓会を通

じて，海外大学に積極的に周知を行い，設置認可後は留学生の募集を行う。なお，博

士課程前期の全講義科目は英語で行うことを明記する。 

 

また，次の取り組みを予定している。 

・学内外の学部学生・卒業生を対象に入試説明会を実施し，設置申請の概要及びカリキ

ュラムの概要等について説明を行い，設置認可後に学生募集を行う。 

 

(2) 人材需要の動向等社会の要請 

 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

理工学府では，継承すべきものづくりの根幹的科学技術発展させるとともに，Industry 

4.0 ならびに Society 5.0などから予見されるこれからのものづくりにおいても中心的，先

導的に貢献できる人材の育成を目的としている。本学が進めてきたものづくりに関わる人

材育成は製造業を中心として高く評価され，これらの企業から，今回の理工学府設置の主

旨に対しても高い支持を受けている。現代及び未来の産業社会において高度専門職業人と

して活躍できる人材の育成は本学の責務であると改めて確認できた。 

理工学府では，情報系，理学系，工学系，実務系（プロフェッション）科目で構成され

るカリキュラムのもとで，各自がそれぞれの専門性を高め，自らを磨くだけでなく，共通

の基盤的学術として数理科学と情報技術の素養を修得した「理学のセンスを持つ工学系技

術者・研究者」と「工学のセンスを持つ理学系技術者・研究者」として新しいアイデアを

世界に発信できる国際性を身につけ，グローバル理工系人材として活躍できる力量を醸成

する。こうした教育研究上の目的達成のため教育課程改編と学位種の変更を申請する。 

 

② 上記①が社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

修了生の就業先が，製造業を中心とした産業社会であるところから，この産業社会を対
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象として Web アンケートから関連する有識者に対してのインタビューまでを実施した。

これら直接的な情報収集結果から，社会的な人材需要の動向を踏まえた設置計画を編成し

た。 
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